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地球温暖化対策技術への取り組み

平成１３年６月



１．地球温暖化対策技術の必要性１．地球温暖化対策技術の必要性１．地球温暖化対策技術の必要性１．地球温暖化対策技術の必要性

（なぜ、今、取り組まなければならないのか）

○○○○ 短期的には、京都議定書に定められる目標の達成短期的には、京都議定書に定められる目標の達成短期的には、京都議定書に定められる目標の達成短期的には、京都議定書に定められる目標の達成

・・・・2008200820082008～～～～2012201220122012年に年に年に年に1990199019901990年比△年比△年比△年比△6%6%6%6%

　うち、△　うち、△　うち、△　うち、△2%2%2%2%を革新的技術開発と国民各層の更なる努力により削減を革新的技術開発と国民各層の更なる努力により削減を革新的技術開発と国民各層の更なる努力により削減を革新的技術開発と国民各層の更なる努力により削減

○長期的には、抜本的な地球温暖化問題の解決○長期的には、抜本的な地球温暖化問題の解決○長期的には、抜本的な地球温暖化問題の解決○長期的には、抜本的な地球温暖化問題の解決

　・　・　・　・温室効果ガス排出対策としては、長期的には、経済及び国民生活の持続可能温室効果ガス排出対策としては、長期的には、経済及び国民生活の持続可能温室効果ガス排出対策としては、長期的には、経済及び国民生活の持続可能温室効果ガス排出対策としては、長期的には、経済及び国民生活の持続可能
な発展と調和する形で、温室効果ガス濃度を安定化させて行くことが重要な発展と調和する形で、温室効果ガス濃度を安定化させて行くことが重要な発展と調和する形で、温室効果ガス濃度を安定化させて行くことが重要な発展と調和する形で、温室効果ガス濃度を安定化させて行くことが重要

（ちなみに、現状濃度の（ちなみに、現状濃度の（ちなみに、現状濃度の（ちなみに、現状濃度の1.51.51.51.5倍で安定化させていくためには、倍で安定化させていくためには、倍で安定化させていくためには、倍で安定化させていくためには、2100210021002100年までに、年までに、年までに、年までに、
現状の温室効果ガス排出のおよそ現状の温室効果ガス排出のおよそ現状の温室効果ガス排出のおよそ現状の温室効果ガス排出のおよそ60%60%60%60%を削減しなければならない）。を削減しなければならない）。を削減しなければならない）。を削減しなければならない）。

・このためには、各分野の努力とともに、技術開発によるブレークスルーが極・このためには、各分野の努力とともに、技術開発によるブレークスルーが極・このためには、各分野の努力とともに、技術開発によるブレークスルーが極・このためには、各分野の努力とともに、技術開発によるブレークスルーが極
　　　　
　　　　 めて大きな意義を有する。めて大きな意義を有する。めて大きな意義を有する。めて大きな意義を有する。

政府が総力を挙げた地球温暖化対策技術の推進

環境問題であると同時に、経済・エネルギー問題



２．地球温暖化対策技術の総合的取組の必要性２．地球温暖化対策技術の総合的取組の必要性２．地球温暖化対策技術の総合的取組の必要性２．地球温暖化対策技術の総合的取組の必要性

・地球温暖化問題の解決にあたっては、「京都議定書に定められる削減目標量の達成」という緊急的かつ即

　効性のある取り組みが求められる一方、これに留まらず長期的視点での抜本的な温暖化問題の解決に向け

た取り組みを持続的に進めていくことが重要。

・特に、長期的取組にあたっては、気候変動メカニズムの解明等、科学的知見の充実を進める一方、これら知
識基盤に基づいた革新的な温暖化防止技術を進めることが重要。

・これまでの各省庁における温暖化防止に向けた取り組みの中で、各種施策が展開されてきており、個別には
一定の成果を生み出しつつあるものの、体系だった取り組み及び整理がなされてこなかったこともあり、今後、
総合的な取組が必要。

・米国及び欧州は世界最大のＣＯ２排出国であるが、技術開発力は我が国と並んで非常に優れており、開発
した技術の最大のマーケットでもある。今後、技術開発や普及を進めて行く上で、日・米・欧などの関係国に
よる国際的な取組が必要不可欠。

・例えば、現在、取り組みが進められている、二酸化炭素の海洋隔離技術や地中貯留技術等については、
　日・米などを始めとする関係諸外国により国際的な研究が進められているが、今後は技術開発のみならず、
　導入に向けた各国との協調した取組が必要。

①①①① 長期的視点での取組長期的視点での取組長期的視点での取組長期的視点での取組

②②②② 科学的知見の充実、革新的温暖化防止技術への取組科学的知見の充実、革新的温暖化防止技術への取組科学的知見の充実、革新的温暖化防止技術への取組科学的知見の充実、革新的温暖化防止技術への取組

③③③③ 各省庁による総合的取組各省庁による総合的取組各省庁による総合的取組各省庁による総合的取組

④④④④ 国際的な取組国際的な取組国際的な取組国際的な取組



二酸化炭素排出の固定化・再利用二酸化炭素排出の固定化・再利用二酸化炭素排出の固定化・再利用二酸化炭素排出の固定化・再利用（（（（CO2　　　　stock））））

※CO2の分離・回収・隔離

※CO2の固定化・有効利用

科学的知見の充実

モニタリングシステムの構築モニタリングシステムの構築モニタリングシステムの構築モニタリングシステムの構築

３．地球温暖化防止に向けた取り組み３．地球温暖化防止に向けた取り組み３．地球温暖化防止に向けた取り組み３．地球温暖化防止に向けた取り組み

※省エネルギーの推進

※新エネルギーの推進

二酸化炭素排出の最小化（CO2　minimum）

二酸化炭素を排出しないエネルギー源の開発（CO2　free）

地球温暖化防止プログラム

対策技術の開発

エネルギーＰＪエネルギーＰＪエネルギーＰＪエネルギーＰＪ

環境ＰＪ環境ＰＪ環境ＰＪ環境ＰＪ

※フラックスネットの構築

気候変動予測気候変動メカニズムの解明

各種シナリオ作成

※対策技術シナリオ作成、評価

経済産業省においては、これまでも、経済産業省においては、これまでも、経済産業省においては、これまでも、経済産業省においては、これまでも、

・産業技術総合研究所・産業技術総合研究所・産業技術総合研究所・産業技術総合研究所
・新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構・新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構・新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構・新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構
・（財）地球環境産業技術研究機構・（財）地球環境産業技術研究機構・（財）地球環境産業技術研究機構・（財）地球環境産業技術研究機構

を中心に、当該分野の研究を積極的にを中心に、当該分野の研究を積極的にを中心に、当該分野の研究を積極的にを中心に、当該分野の研究を積極的に
進めており、これまでの研究成果もあ進めており、これまでの研究成果もあ進めており、これまでの研究成果もあ進めており、これまでの研究成果もあ
わせ、積極的にプログラムに参画。わせ、積極的にプログラムに参画。わせ、積極的にプログラムに参画。わせ、積極的にプログラムに参画。

気候変動メカニズムの解明等、科学的知気候変動メカニズムの解明等、科学的知気候変動メカニズムの解明等、科学的知気候変動メカニズムの解明等、科学的知
見の充実は、ＵＮＦＣＣＣ、ＩＰＣＣ等見の充実は、ＵＮＦＣＣＣ、ＩＰＣＣ等見の充実は、ＵＮＦＣＣＣ、ＩＰＣＣ等見の充実は、ＵＮＦＣＣＣ、ＩＰＣＣ等
の国際交渉での交渉材料として利用。の国際交渉での交渉材料として利用。の国際交渉での交渉材料として利用。の国際交渉での交渉材料として利用。

対策技術である、ＣＯ２の海洋隔離技術対策技術である、ＣＯ２の海洋隔離技術対策技術である、ＣＯ２の海洋隔離技術対策技術である、ＣＯ２の海洋隔離技術
や地中貯留技術等については、関係省庁や地中貯留技術等については、関係省庁や地中貯留技術等については、関係省庁や地中貯留技術等については、関係省庁
が一体となった取り組みで問題解決。が一体となった取り組みで問題解決。が一体となった取り組みで問題解決。が一体となった取り組みで問題解決。

メタンや代替フロン等、その他の温室効果ガス削減技術メタンや代替フロン等、その他の温室効果ガス削減技術メタンや代替フロン等、その他の温室効果ガス削減技術メタンや代替フロン等、その他の温室効果ガス削減技術

※ＳＦ６代替の開発
※ＨＦＣ等破壊処理技術　等



４．経済産業省におけるこれまでの取り組み４．経済産業省におけるこれまでの取り組み４．経済産業省におけるこれまでの取り組み４．経済産業省におけるこれまでの取り組み

【地球再生計画】
　産業革命以来200年かけて変化した地球を、今後約100年かけて再生することを
目指し、世界各国が協調して温室効果ガス排出抑制・削減のための総合的かつ長
期的な行動を進めることを提唱するものであり、「地球環境保全に関する関係閣
僚会議（平成2年6月18日）」において、国際的に提唱することが申し合わされた
もの。
前半の50年間において、科学的知見の充実、省エネルギー・クリーンエネルギー
の導入をはじめとして、対策技術の開発、C02吸収源の拡大、次世代エネルギーの
開発等の対策を実施可能なものから連続的に講じ、後半の50年間において、その
成果により、温室効果ガスの大幅な削減・抑制を行うこととしている。

【（財）地球環境産業技術研究機構：
RITE】
　ヒューストンサミット（1990年7月）
において我が国が提唱した「地球再生
計画」を具体化するための重要な柱で
ある、革新的な環境技術開発を推進す
る中核的機関として設立。

【CTI：Climate Technology 
Initiative】
　気候変動枠組み条約第１回
締約国会議（ＣＯＰ１）にお
いてＯＥＣＤ／ＩＥＡ２３カ
国及びＥＣの共同提案として
ＵＮＦＣＣＣの実施をサポー
トすることを目的にＣＴＩの
設立が提唱。
温暖化効果ガスに起因する気
候変動の対策技術の開発と普
及を促進するための国際協力
を実施し、ＵＮＦＣＣＣの目
的達成に貢献。
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1988.11　　第1回気候変動に関する政府間パネル

1990. 2　　ヒューストンサミットにおいて「地球再生計画」提案

7　   （財）地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ）設立

1995. 3～4　COP1
　　　　　  第1回CTI会合

1997.12　  COP3　京都議定書採択

2000.11　  COP6

1998. 6       地球温暖化対策推進大綱

1999. 4       地球温暖化対策推進法

　　 10　 「地球温暖化防止行動計画」閣議決定
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５．経済産業省が取り組む主な研究開発の事例５．経済産業省が取り組む主な研究開発の事例５．経済産業省が取り組む主な研究開発の事例５．経済産業省が取り組む主な研究開発の事例

○ 生物的二酸化炭素固定化・有効利用技術開発

○ 化学的二酸化炭素固定化技術開発　

•光合成細菌や微細藻類などを活用して、森林など自然界の光合
成よりはるかに高い効率でエタノール等の有用物質に変換

•植物の光合成機能を利用し、二酸化炭素の固定能力を高めるこ
とを目的に、乾燥や強い日射という極めて厳しい自然環境であ
る砂漠において成育可能な植物をバイオ技術を用いて開発。

•工場等からの排気ガス中のＣＯ２を分離膜を使って連続的に回
収する。さらに回収したＣＯ２を高性能触媒を用いてメタノー
ルや化学工業原料等の有用物質に変換する技術の開発。

これまでの主な研究成果これまでの主な研究成果これまでの主な研究成果これまでの主な研究成果

☆　従来の５倍以上の光合成能力を持つ微生物の発見

☆　森林の１／１０の面積で、同程度の固定化能力を有す
　　

　　 るバイオリアクターを開発

☆　乾燥や強い日射のもとでも成育可能な植物を開発

☆　スーパールビスコ酵素の開発（改良）で葉緑体の機能
　　強化

☆　10%のCO2濃度の排ガスから一段階で90%に濃縮で

　　 きる世界最高水準のCO2分離膜を開発。

☆　高濃度のCO2と水素からメタノール合成を可能とする

　　触媒を開発

○ 二酸化炭素の隔離・貯留技術

•海洋や地中におけるＣＯ２の隔離・貯留にあたって、その実現
性について科学的、技術的な見通しを得るため、周辺域や生物
等への影響予測技術の開発。

☆　米国、ノルウェー、カナダ、オーストラリア等と国際共

　　同研究を実施

☆　海洋におけるCO2濃度と海洋生物への影響（生殖機
能）に関して多くの科学的知見を取得

○ ＣＯ２を除くその他温室効果ガス対策

•ＣＯ２以外の温室効果ガスである、メタン・Ｎ２Ｏ・代替フロ
　ン(HFC/PFC）・ＳＦ６の削減に向けた技術の開発。

☆　SF6代替を用いた電子デバイス製造に関する研究

☆　ボイラーや焼却炉、自動車排ガス等からのN2O削減

☆　ＨＦＣ等破壊処理技術

※※※※エネルギー関係温暖防止技術については、エネルギーＰＪにて説明エネルギー関係温暖防止技術については、エネルギーＰＪにて説明エネルギー関係温暖防止技術については、エネルギーＰＪにて説明エネルギー関係温暖防止技術については、エネルギーＰＪにて説明



６．経済産業省における温暖化対策技術の今後の取組６．経済産業省における温暖化対策技術の今後の取組６．経済産業省における温暖化対策技術の今後の取組６．経済産業省における温暖化対策技術の今後の取組

○経済産業省においては、これまでも各種温暖化対策技術の開発を推進し○経済産業省においては、これまでも各種温暖化対策技術の開発を推進し○経済産業省においては、これまでも各種温暖化対策技術の開発を推進し○経済産業省においては、これまでも各種温暖化対策技術の開発を推進し
てきたところであり、今後とも、取組を進めていく一方、研究開発の効率的なてきたところであり、今後とも、取組を進めていく一方、研究開発の効率的なてきたところであり、今後とも、取組を進めていく一方、研究開発の効率的なてきたところであり、今後とも、取組を進めていく一方、研究開発の効率的な
実施の観点から、分野別評価や各種プロジェクト評価の実施や温暖化対策実施の観点から、分野別評価や各種プロジェクト評価の実施や温暖化対策実施の観点から、分野別評価や各種プロジェクト評価の実施や温暖化対策実施の観点から、分野別評価や各種プロジェクト評価の実施や温暖化対策
技術の重点化・拡充を行っているところ。技術の重点化・拡充を行っているところ。技術の重点化・拡充を行っているところ。技術の重点化・拡充を行っているところ。

○経済産業省としては、現在、総合資源エネルギー調査会において、省エ○経済産業省としては、現在、総合資源エネルギー調査会において、省エ○経済産業省としては、現在、総合資源エネルギー調査会において、省エ○経済産業省としては、現在、総合資源エネルギー調査会において、省エ
ネ・新エネの開発・導入に対するインセンティブを高めるための導入補助金ネ・新エネの開発・導入に対するインセンティブを高めるための導入補助金ネ・新エネの開発・導入に対するインセンティブを高めるための導入補助金ネ・新エネの開発・導入に対するインセンティブを高めるための導入補助金
等の支援策の充実などの検討を行うとともに、革新的地球温暖化対策技術等の支援策の充実などの検討を行うとともに、革新的地球温暖化対策技術等の支援策の充実などの検討を行うとともに、革新的地球温暖化対策技術等の支援策の充実などの検討を行うとともに、革新的地球温暖化対策技術
についても、産業構造審議会産業技術分科会において、その在り方を検討についても、産業構造審議会産業技術分科会において、その在り方を検討についても、産業構造審議会産業技術分科会において、その在り方を検討についても、産業構造審議会産業技術分科会において、その在り方を検討
しているところ。しているところ。しているところ。しているところ。

○また、我が国が中心となって進める「気候変動技術イニシアティブ（○また、我が国が中心となって進める「気候変動技術イニシアティブ（○また、我が国が中心となって進める「気候変動技術イニシアティブ（○また、我が国が中心となって進める「気候変動技術イニシアティブ（CTICTICTICTI：：：：
Climate Technology InitiativeClimate Technology InitiativeClimate Technology InitiativeClimate Technology Initiative）」）」）」）」などの場を活用し、などの場を活用し、などの場を活用し、などの場を活用し、米国や欧州等との国際米国や欧州等との国際米国や欧州等との国際米国や欧州等との国際
的な連携を積極的に図り、世界的技術開発を推進していく。的な連携を積極的に図り、世界的技術開発を推進していく。的な連携を積極的に図り、世界的技術開発を推進していく。的な連携を積極的に図り、世界的技術開発を推進していく。

○今後、各審議会のとりまとめを踏まえて地球温暖化対策技術を進めてい○今後、各審議会のとりまとめを踏まえて地球温暖化対策技術を進めてい○今後、各審議会のとりまとめを踏まえて地球温暖化対策技術を進めてい○今後、各審議会のとりまとめを踏まえて地球温暖化対策技術を進めてい
く（例えば「く（例えば「く（例えば「く（例えば「CO2CO2CO2CO2　　　　stock stock stock stock プログラム」等）。プログラム」等）。プログラム」等）。プログラム」等）。


